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１ はじめに 

平成 22 年以来，12 年ぶりに改訂された生徒指導

提要（文部科学省，2022）では，生徒指導を 2 軸 3

類 4 層に構造化し，その中でも常態的・先行的（プ

ロアクティブ）な生徒指導として，全ての児童生徒

を対象とした課題未然防止教育を，専門家等の協力

を得ながら実施することが重要であると示されてい

る。このような課題未然防止教育のひとつとして，

これまで医学や心理学の知見からは，心理教育プロ

グラムの開発および実践研究がなされてきた。しか

し，学校教育の現場における実施状況は，学校裁量

や教育委員会からの推奨に留まっており，さらなる

展開のためには，実施にかかわるスクールカウンセ

ラー（以下，SC）の資質向上が喫緊の課題であると

報告されている（日本臨床心理士会，2022）。 

筆者はこれまで，2011 年よりスクールカウンセラ

ーとして，公立の小中学校にて活動する中で，学校

における心理教育プログラムの計画および実践に複

数携わってきた。本稿では，SCと教員および学校と

の連携による心理教育プログラム実践（以下，プロ

グラム）について紹介しながら，今後プロアクティ

ブな生徒指導の効果的な展開のために，SCに求めら

れる資質・力量について述べる。 

 

２ ニーズの把握とアセスメント 

 まず，プログラムの実施にあたっては，対象とな

る学級・学校が抱えている課題や，教員がねらいと

して身につけさせたい資質・能力がどのようなもの

であるかについて，把握することが重要である。中

には，管理職や SC 担当から「SC の先生にお任せし

ます」，「先生のやりやすいもので構いません」とい

った依頼を受けることもある。これは，多忙な学校

現場で，教職員が心理教育に関する理論や実践例を

学習する時間や余裕がなかったり，過去の実践経験

が少なく，専門的なことは専門家に正しく教育して

もらいたいという思いが影響していることが多い。

そこでSCは，個別面接以外の場面で児童生徒の様子

をアセスメントしておくこと，実施対象の学級や学

年の教師からニーズの聞き取りをしたうえで，適切

なプログラムの提案を行うことが望ましい。また，

近年はどのようなプログラムを行うかの指標となる

尺度なども開発されており（寺戸ら，2019・2020 な

ど），客観的な視点からのニーズ把握と提案も可能で

ある。 

 

３ プログラムのアレンジ 

 今日，プログラムの授業案や実践例がまとめられ

た書籍が多く発刊されてきている。しかし，学級や

学校の風土によっては，既存のプログラムの通りの

実施が難しいことも少なくない。そこで筆者は，そ

れらに応じたプログラムのアレンジを，教員とSCの

協働で行ってきた。本来，心理教育は内容としては

医学や心理学をベースに構成されているが，実際に

は学校における「授業」のひとつとして展開される。

授業の開発および実践の理論については，教育のエ

キスパートである教員から学ぶことはとても多い。  
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永浦（2020）では，プログラムの授業案の中で，

教員が気になる点の例として，グループワークの人

数，児童生徒の書く作業や考える作業のスピードの

違いへの配慮，本時の目標などの児童生徒の心に残

りやすいキーワードを挙げる，ワークシートで知識

面の復習を行うといったものが挙げられている。こ

のような教育方法に関するトレーニングは，心理職

を養成する課程で学ぶことはまれである。SCは，プ

ログラムの本来のねらいが損なわれることがないよ

う留意しながら，教員の視点から見たプログラムの

改善点について尋ね，協働で内容を検討することで，

プログラムがより効果的に行われるようにつとめな

くてはならない。また，実施後の効果検討，さらに

は授業内容を日々の教育活動の中でどのように活用

していくか（般化させていくか）についても，分析

と提案ができなくてはならない。さらに今後は，心

理教育そのものだけではなく，授業を効果的に展開

させる教育方法に関する理論や技術についても，養

成課程のカリキュラムないしは自己研鑽のための研

修会などで学ぶ機会が設けられることが期待される。 

 ニーズの把握・アセスメントからアレンジ，今後

の検討までの流れを図 1 に示す。特に学校規模が大

きい場合や，相談業務が多い場合などは，SCが勤務

時間内にプログラム実践を行うことが難しい場合も

少なくない。そこで，プログラム実践は教員が主導

で行い，SCはバックアップに回るなどといった，タ

イムマネジメントの観点から実践方法を変えるなど，

学校の実情に応じた柔軟な姿勢が求められる。 

 

 

図１ 心理教育プログラム実践の流れ（例）（永浦，2020） 

 

４ 科学者としての視点からの提案 

 わが国の教職員は研究に努めなければならないこ

とが教育基本法によって規定されており（「教育基本

法」（教員）第 9 条），さまざまな校内研究や課題研

究が行われているが，教職員の学校における研究と

SC活動との関連については，ほとんど報告が見当た

らない。筆者は，SCとして勤務している公立中学校

において，教職員の依頼を受けて，自治体との協働

によるストレス研究およびプログラム実践を行った

（永浦・冨永，2017）。その中で SC は，教職員の問

題意識や取り扱いたいテーマをもとに，関連する研

究等を紹介や，その分野に関する教職員研修を実施

した。また，プログラムの効果の検討においては，

研究デザインの提案や得られたデータの分析を担当

し，研究を担当する教職員チームにフィードバック

を行った（図2）。研究に携わった教職員へのインタ

ビュー結果からは，客観的な指標をもとに，研究の

成果をより詳細に理解することができたこと，また

臨床心理学の理論に触れることで，自身の生徒指導

のあり方や，子どもを理解する際の視野が広がった

ことなどの肯定的な変化が示されていた。 

 今日の本邦における心理職（特に臨床心理士）の

養成においては，1949 年にアメリカにて提言された

「科学者－実践家モデル」（scientist-practitioner 

model）に基づいた教育が多く採用され，主に大学院

教育において，観察，記述，推論，仮説検証，理論

構築の過程を学び，教育・研究・実践という 3 つを

実践できるためのトレーニングが展開されてきた

（松見，2016）。臨床心理学の専門性は，実践や教育

のみならず，研究もその重要な要素であり，臨床心

理士，そして2018 年に誕生した国家資格である公認

心理師，いずれの養成課程においても，心理学研究

や統計学といった研究に関する科目の履修，大学院

進学をした場合は（臨床心理士においては，指定大

学院の修了が資格取得の必須条件である），修士論文

の執筆や臨床心理学的研究に関するトレーニングを

受けており，SCは心理学研究者としての科学性を専

門性として備えている。SCもチームとしての学校の

一員であると考えると，その専門性を生徒指導や教

育相談等に関連する研究活動に生かすことは，生徒

指導上の問題や心理的危機の予防および解決のため

の一助となると考えられる。 

 

５ 学校を越えた地域への発信・啓発 

 学校教育は，教職員はもちろんのこと，保護者や

校区内外に住む地域の方々の協力によって行われて

いる。SCの地域に向けた援助活動としては，学区の 
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図２ SCと教員との協働による研究実践（永浦ら，2017） 

 

連絡協議会やサポート会議への参加などが挙げられ

るが（小林，2018），今後はプロアクティブな生徒指

導の実践として，地域に向けた心の健康に関する正

しい知識の普及や教育に，SCも関与していくことが

求められるだろう。その実践例として，筆者ら研究

チームと教育委員会の協働により実施された「ゲー

ム依存未然防止のための児童生徒アンケート」およ

びその結果をもとにした実践を紹介したい。 

 筆者は，当該自治体において5年以上SCとして活

動していたが，2010年代後半より，インターネット

やゲームへの依存が原因による学校不適応の問題が

みられるようになり，どのような支援が効果的かに

ついて，教職員と頭を悩ませていた。そのような中

で，2019 年，国際疾病分類の第11回改訂版（ICD-11）

にて，新たに「ゲーム障害」を疾病として正式に集

約された。また2020年には，新型コロナウイルス感

染症の流行に伴う学校の閉鎖措置や不要不急の外出

の制限などが，オンラインゲームの児童生徒への普

及を後押しするかのように，ゲームの利用に関する

相談や問題が学校現場で増加した。一方で，子ども

たちが学級内で話題にする内容の多くが，オンライ

ンゲームや YouTuber の配信に関するものになって

いることや，コンピュータゲームの競技である「e

スポーツ」において未成年が活躍していることなど

から，教職員からは「単純にゲームは悪いものであ

ると規制することは，現代社会の流れにはそぐわな

いだけではなく，子どもたちの楽しみや可能性が失

われてしまう可能性があり，難しいのではないか」

という声が挙がっていた。筆者は「ゲームをプレイ

することを，日常生活に支障をきたさずに，上手く

コントロールしていく」という，ストレスマネジメ

ントの観点やインターネットに関する特徴的な考え

方（認知）の影響について仮説を示した。協議の結

果，ゲームへの依存に陥る児童生徒の心理的特徴を

明らかにし，予防的なかかわりについて検討するた

めに，筆者と教育委員会の共同によるアンケートの

実施を行った。その結果，問題のあるゲーム利用が

疑われる者の割合は，小中学生全体で7.3%と，同じ

指標を用いた大学生の調査結果を上回る数値であっ

た。この結果は，日本アルコール・アディクション

医学会学術総会において報告がなされたが（永浦ら，

2022），医療関係者からは，臨床の場面では出会うこ

とのない子どもたちに，多くの問題が生じているこ

とを裏付ける結果として，驚きの声が挙がった。 

次に，これらの結果をもとに，筆者らは児童生徒

および保護者に向けたリーフレットの作成と配布を

行った。リーフレットには，本調査の結果の概要に

加え，ゲーム依存の予防のためのヒントについてま

とめた（永浦，2022）。当リーフレットは，学校を通

して全児童生徒に配布されたほか，自治体の教育委

員会のホームページから閲覧およびダウンロードが

可能となっている※1。 

さらに，ゲームへの依存に陥る児童生徒の心理的

特徴として明らかになった，ゲームを断ることで友

人関係が悪化するのではないかという不安や，ゲー

ム以外のストレス対処レパートリーの少なさ（永浦

ら，印刷中）へのアプローチとして，いくつかの学

校において，アサーショントレーニングやストレス

マネジメントなどをベースとしたプログラムの作成

および実施を，教育委員会および各校の生徒指導担

当などとの協同により実施した。教育委員会の計ら

いにより，それらの取組は，自治体の広報誌に特集

として掲載された※2。 

このように，ひとつの課題に対する取り組みを学

校内のみならず学術団体，地域社会に広く公表する

ことは，学校を越えた社会全体で，プロアクティブ

な生徒指導に対する意識向上に寄与するものと考え

られる。そのためにSCは，その専門的知識を教育関

係者だけではなく，さまざまな分野の専門職や一般

の方向けに容易に説明ができるスキルを身に着ける

とともに，子どもたちのより良い発達・成長のため

のエビデンスとして，学術団体や社会に発信してい

く姿勢が求められるのではないか。 

 

６ 終わりに 

 近年，SCの常勤化に向け，官公庁や職能団体はさ

まざまな調査や研究を進めており，そのためのエビ

デンスが蓄積されている最中である。本稿で紹介し

た実践例はいずれも単一の事例であり，SCの勤務形
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態，自治体および学校の規模や状況などが心理教育

プログラムの実践に大きく影響する学校臨床の場面

において，その結果の普遍化をすることは難しい。

しかし，すべての取り組みにおいて共通しているこ

とは，SCが主体でも助言者でもなく，教職員と同じ

目線でともに悩み考えるという，まさに「チーム」

の一員として活動する姿勢と，勤務校における問題

解決というミクロな視点をこえて，専門職として社

会全体の心の健康の保持増進に寄与するために積極

的に発信をしていくというマクロな視点を持つこと

である。今後，すべてのSCがこれらの専門性を自覚

し，自己研鑽していけるよう，養成機関および職能

団体において，教育研修のあり方について早急な検

討が行われることが期待される。 

 

※1：西脇市教育委員会ホームページより閲覧可能 

https://www.city.nishiwaki.lg.jp/kakukanogoannai/

kyouikuiinkai/kyoikusouzoubu/gakoukyouikuka/kyoui

kushisaku/25537.html（最終参照日：2023.6.16） 

※2：西脇市ホームページより閲覧可能（広報にしわき 202

年 3月号） 

https://www.city.nishiwaki.lg.jp/kakukanogoannai/

shichoukoushitsu/hisyokouhouka/koho/koho_backnumb

er/koho_r5/26237.html（最終参照日：2023.6.16） 
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